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(57) Abstract: Provided i s a tool for a pier0 1】 cing mill with excellent wear resistance, and a
method for producing the same. A scale layer
i s formed on the surface layer of a substrate
having a structure comprising, by mass, 0.05-
0.5% C , 0.1-1 .5% Si, 0.1-1.5% Mn, 0 .1-1.5%
Cr, 0.6-3.5% Mo, 0.5-3.5% W , and 0.1-1 .0%

AA 外層のスケ Nb, as well as comprising 0 .〕づ .5% Co and
DD 0.5-4.0% N i so as to satisfy the equation

1.0<Ni+Co<4.0. The part of the scale layer
formed on the substrate side i s composed of a
net-type scale layer intricately intertwined

CC フエ'フィ .卜を with ferrite-type iron and having a thickness
of 10-200 µιη i n the depth direction, and the
substrate-side structure extending at least
300 ιη in the depth direction ：from the inter
face between the net-type scale layer and the
substrate includes a ferrite phase with an area
ratio of at least 50%, in which the ferrite
phase includes at least 400 parts/mm 2 of fer

AA Outer layer scale
rite particles having a maximum length of 1-BB Net-type scale layer
60µιη . This type of structure can be obtainedCC Layer having ferrite as principal component
through applying a scaling heat treatment andDD Scale layer

EE Substrate then cooling the structure to at least 700 °C as
a heat treatment having a rapid pre-cooling
and a gradual post-cooling. Consequently,

scale layer adhesiveness i s improved and the service life of the tool for a piercing mill i s lengthened.

(57) 要約：
[続葉有]



添付公開書類：
- 国際調査報告 （条約第 2 1条(3))

耐久性に優れた穿孔圧延用工具およびその製造方法を提供する。 質量％で、C ：0.05 0.5% Si : 0.1
1.5% 、Mn ：0.1 ~ 1.5% 、Cr ：0.1 ~ 1.5% 、Mo ：0.6 ~ 3.5% W ：0.5 ~ 3.5% 、Nb ：0.1~ 1.0% を含み、さらに
Co ：0.5~3.5% 、Ni ：0.5~4.0% を、 1.0<Ni + Co<4.0 を満足するように含む組成を有する基材の表面層に
スケール層を形成する。そ してそのスケール層のうち基材側に形成されるスケール層を、深さ方向に 10
~200 µ の厚さを有する地鉄と複雑に絡み合ったネッ ト状スケール層とし、該ネット状スケール層と基材
との界面から深さ方向で少なくとも 300µ の範囲の基材側組織を、面積率で 50% 以上のフ I ライ ト相を
含み、かつ該フ I ライ ト相が最大長さ ：1 ~ 60µ のフ I ライ ト粒を 400 個 / m 2以上含む相である組織
とする。このような組織は、スケール付け熱処理を、加熱後、少なくとも 700 Cまでの冷却を、前段急
冷、後段徐冷とする熱処理を施すことにより達成できる。これにより、スケール層の密着性が向上 し、
穿孔圧延用工具の寿命が長寿命化する。



明 細 書

発 明の名称 ：穿孔圧延用工具

技術分野

[0001 ] 本発 明 は、継 目無鋼管 （seam Less p i pe) の製 造 に係 り、 と くに穿孔圧延 （p i e

r c i ng mは L) に使 用 され る プラ グ （p Lug) 等 の穿孔圧延 用工具 （too L for p i erc i

ng mは L) の而ォ久性 、wear res i stance) 向上 に関す る。

背景技術

[0002] 従 来 か ら、継 目無鋼管 の製 造方法 と して、 マ ンネスマ ン式製管 法 （Mannesma

nn p i erc i ng method) が広 く知 られ て い る。 この方法 は、 まず、 所 定 の温度 に

加熱 され た圧延素材 （丸鋼 材 round b は Let) を穿孔圧延機 による穿孔圧延ェ

程 を経 て 中空素材 （ho LLow she LL) とす る。 そののち、 ェ ロンゲ一 タ （e Longato

r ) 、 プラ グ ミル （p Lug mは L) 、 また はマ ン ドレル ミル （mandre l mは L) 等 の延伸

圧延機 （e longat i ng mは L) によ り肉厚 を減 少す る。 さ らに、 必要 に応 じて再 加

熱 したのち、絞 り圧延機 （st retch reduc i ng mは L) あ るいはその他 の成形機 （s

i ng mは L) によ り、 主 と して外径 を減 じ所 定 の寸法 の継 目無鋼管 を得 る方法

であ る。

[0003] 穿孔圧延機 と して は、 2 本 の傾斜 ロール （a pa i o f i ncl i ned r o LLs) と穿

孔 用 プラ グお よび 2 個 の ガイ ドシ ュ一 （gu i d e shoe) を組合 せ た、 マ ンネスマ

ン ピアサ （Mannesmann p i ercer), 3 本 の傾斜 ロール と穿孔 用 プラ グ とを組 み

合 わせ た、 3 口一ル ビアサ （three r o LLs p i ercer), 或 いは 2 本 の孔型 ロール

(grooved r o LL) と穿孔 用 プラ グを組 み合 わせ た、 プ レス 口一ル ビアサ （press

r o LL p i ercer) が知 られ て い る。 この よ うな穿孔圧延機 による穿孔圧延工程 で

は、 穿孔圧延 用工具 （プラ グ p Lug) は、 高温、 高負荷 の環境 下 に長 時 間晒 さ

れ、摩耗 (wear) 、溶損 (def ormat i o n a t e levated temperature and eros i on)

等 を生 じや す い。 このため、例 えば特 許 文献 1 、特 許 文献 2 、特 許 文献 3 、

特 許 文献 4 、特 許 文献 5 に示 され るよ うに、従 来 か ら、 高温 での スケール処

理 (ox i d e sca Le-form i ng heat t reatment) ¾ 工具表 面 に数 十 〜数 百



m厚の酸化スケールを形成 して、穿孔圧延用工具の損耗を防止 していた。

[0004] しか し、最近では、熱間変形抵抗 （ho t defo rmat i o n r e s i s t ance) が高 く、

しかも表面に酸化スケール （ox i d e sca Le ) が形成されにくい、 13Cr鋼、ステン

レス鋼等の高合金鋼製継 目無鋼管の需要が増加 している。特許文献 1 、特許

文献 2 、特許文献 3 、特許文献 4 、特許文献 5 に記載された各技術では、 こ

のような高合金鋼を穿孔圧延すると、早期に工具が損耗するという問題があ

つた。

[0005] このような問題に対 し、本発明者 らは、特許文献 6 に、耐久性に優れた穿

孔圧延用工具について提案 した。特許文献 6 に記載された技術では、質量％

で、 C : 0 . 05~ 0 . 5% 、 S i ：0 . 1~ 1. 5 Mn ：0 . 1~ 0 . 5 Cr ：0 . 1~ 1. 0

Mo ：0 . 5-3. 0% W ：0 . 5-3. 0% Nb ：0 1~ 1 5% を含み、さらにCo : 0 . 1~

3 . 0% 、 N i ：0 . 5-2. 5% を、 （N i + Co) が 4 %未満 1 %超 となる条件で含有す

る組成を有する。表層にスケール層を有 し、スケール層のうち基材 （subs t r a t

e s t ee L)側に地鉄 (me t a L) と複雑に絡み合 ったネッ 卜状スケール層を有する。

さらにスケ一ル層の界面か ら基材側に面積率で50% 以上のフヱライ 卜相を含

む組織を形成 した穿孔圧延用工具である。 これにより、工具の寿命を長寿命

化させることができ、高合金鋼製継 目無鋼管の穿孔圧延の生産性が向上する

としている。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特開昭59 — 9 154号公報

特許文献 2 ：特開昭63 — 69948 号公報

特許文献 3 ：特開平 08 — 193241 号公報

特許文献4 ：特開平 10 — 582 1号公報

特許文献 5 ：特開平 11— 179407 号公報

特許文献 6 ：特開2003 — 12 9 184号公報

発明の概要



発明が解決 しょうとする課題

[0007] 最近 では、継 目無鋼管 の使 用環境 は ます ます苛酷 な もの とな っている。 その

よ うな苛酷化 す る使 用環境 に耐 えるため に、使 用 され る継 目無鋼管 も高品質

化 が要求 され、 高合金化 す る傾 向 とな っている。 そのため、圧延用素材 の熱

間変形抵抗 が高 くな り、 穿孔圧延用工具へ の圧延負荷 は ます ます増 大す る傾

向 とな っている。 また、 一方 では、製造 コス ト削減 の要求が強 く、 穿孔圧延

用工具 の更な る寿命延長 が要望 されている。 そのため、特許文献 6 に記載 さ

れた技術 によ って も、最近 の穿孔圧延用工具へ の要求 を充分 に満足す る こと

がで きな くな り、 穿孔圧延用工具 に対 す る更な る長寿命化 の要望 が さ らに高

くな つている。 と くに、 穿孔圧延用工具 の長寿命化 のため に、過剰 にスケ一

ル付 けを施 す場合 が多 くな るため、 スケール の部分 的剥離 （part i a l pee l i ng

o f a n ox i d e sca Le) や、脱落 （drop o f f ) 等 が頻繁 に発生す る。 そのため、 プ

ラグ表面 の肌荒れ、工具径 の減 少 を誘起 し、管 内面 の欠陥発生、管 寸法精度

の低 下等 を招 き、結果 と して工具寿命 が低 下す るな どの問題 があ り、工具寿

命 の更な る延長等 の耐 久性 向上 に対 す る強 い要望 があ った。

本発 明は、 かか る従来技術 の問題 を解決 し、耐 久性 に優 れた穿孔圧延用工具

を提供 す る ことを 目的 とす る。

課題を解決するための手段

[0008] 本発 明者 らは、上記 した 目的 を達成 す るため、工具寿命 に対 す る各種要 因の

影響 について鋭意検討 した。 その結果、工具寿命 が著 しく長 くな る穿孔圧延

用工具 が まれ に存在 す る ことを見 出 した。 その よ うな長寿命 とな った工具 の

ミクロ組織 を詳細 に調査 す る と、基材 の表面層 に形成 された、地鉄 (meta L) と

スケール が複雑 に絡 み合 ったネ ッ 卜状 スケール層 （net s t ructure sca l e Laye

r ) と基材 （subst rate stee L) との界面 直下の基材側組織 が、微細 な フヱライ

卜粒 を多数含 む フェライ 卜相 か らな る組織 （fer r i t e dom i nant Layer) とな つ

ている ことを知見 した。

そ して、 この よ うな ミクロ組織 を有 す る穿孔圧延用工具 では、 ネ ッ ト状 スケ

—ル が微細化 していた。本発 明者 らは、 このネ ッ ト状 スケール の微細化 が、



スケール層の耐剥離性 を向上 させて、工具の顕著な寿命延長 をもた らしたも

の と考 えた。

[0009] 本発明は、かかる知見に基づ き、 さ らに検討 を加えて完成 されたものであ

る。すなわち、本発明の要 旨は、つ ぎの とお りである。

( 1 ) 基材の表面層 にスケール層 を有する穿孔圧延用工具であ って、前記基

材が、質量％で、 C : 0. 05~0. 5% 、Si ：0. 1~ 1. 5 Mn ：0. 1~ 1. 5 Cr ：

0. 1~ 1. 5 Mo ：0. 6-3. 5% W ：0. 5-3. 5% Nb ：0 1~ 1 0% を含み、 さ

らにCo ：0. 5~3. 5% 、 Νι· ：0· 5~4· 0% を次 （1 ) 式

1. 0<N i +Co<4. 0 ( )

( ここで、Ni、 Co : 各元素の含有量 （質量 0/ 0 ) )

を満足するように含み、残部 Feおよび不可避的不純物か らなる組成 を有する

。前記スケール層の うち基材側 に形成 されるスケール層 を、深 さ方向に10~2

00 mの厚 さを有する地鉄 と複雑 に絡み合 ったネ ッ 卜状 スケール層 とする。該

ネ ッ 卜状 スケール層 と基材 との界面か ら深 さ方向で少な くとも300 mの範囲

の基材側組織 を、面積率で50% 以上のフヱライ ト相 を含み、かつ該 フヱライ

卜相が最大長 さ ：1 ~ 6 0 mのフェライ 卜粒 を400個 / mm 2以上含む相である組

織 とすることを特徴 とする耐久性 に優れた穿孔圧延用工具。

( 2 ) ( 1 ) において、前記組成 に加えてさ らに、Aい 0. 05% 以下含有する

ことを特徴 とする穿孔圧延用工具。

発明の効果

[001 0] 本発明によれば、穿孔圧延用工具の著 しい長寿命化が達成で き、工具 コス ト

を低減で きる。 また、高合金鋼製継 目無鋼管製造の生産性 を向上で きるとと

もに、高合金鋼製継 目無鋼管の製造 コス トを低減で き、産業上格段の効果 を

奏する。

図面の簡単な説明

[001 1] [ 図 1] スケール層 と地鉄 との界面近傍の断面組織 を模式的に示す説明図である

[ 図2] 本発明で適用する熱処理パ ター ンを模式的に示す説明図である。



[ 図 3 ] 実施例で使用 した熱処理パ ター ンを模式的に示す説明図である。

発明を実施するための形態

[00 12 ] 本発明になる穿孔圧延用工具 は、特定組成 を有する基材の表面層 にスケール

層 を有する穿孔圧延用工具である。 まず、基材の組成限定理 由について説明

する。以下、 とくに断わ らない限 り、質量％は単 に％で記す。

[00 13 ] C ：0 . 05- 0 . 5 %

C は、固溶 して基材の強度 を増加 させ、 さ らには炭化物 を形成 して基材の高

温強度の低下を抑制する元素である。 このような効果 を得 るためには、 0 . 0 5

% 以上の含有 を必要 とする。一方、 0 . 5 % を超 える含有 は、基材組織 をフェラ

ィ 卜相が析 出 した組織 とすることが困難 とな り、 さ らに融点が低下 し高温強

度が低下 して、 プラグ寿命が低下する。 このため、 C は 0 . 05~ 0 . 5 % の範囲に

限定 した。なお、好 ま しくは 0 . 1~ 0 . 4 % である。

[00 14 ] S i ：0 . 1 1 . 5 %

S i は、固溶強化 によ り基材の強度 を増加 させるとともに、基材の炭素活量 を

増加 させて、脱炭層 を形成 しやす くし、基材組織 をフェライ 卜相が析 出 した

組織 を形成 しやす くする作用を有する。 このような効果 を得 るためには、 0 . 1

% 以上の含有 を必要 とする。一方、 1 . 5 % を超 える含有 は、緻密な酸化物 を基

材表面 に形成 し、 ネ ッ ト状 スケール層の形成 を阻害する。 このため、 S i は 0 . 1

~ 1 . 5 % の範囲に限定 した。なお、好 ま しくは 0 . 2 ~ 1 . 0 % である。

[00 15 ] Mn ：0 . 1 1 . 5 %

Mnは、固溶 して基材の強度 を増加 させるとともに、不純物 と して混入 し材質

に悪影響 を及ぼす S と結合 しMnSを形成 し、 S の悪影響 を抑制する。 このよう

な効果 を得 るためには、 0 . 1% 以上の含有 を必要 とする。一方、 1 . 5 % を超 え

る含有 は、 ネ ッ ト状 スケールの成長 を阻害する。 このような ことか ら、 Mnは 0

. 1~ 1 . 5 % の範囲に限定 した。なお、好 ま しくは 0 . 2 ~ 1 . 0 % である。

[00 16 ] C r ：0 . 1 1 . 5 %

は、固溶 して基材の強度 を増加 させ、 また炭化物 を形成 し高温強度 を増加

させ、 プラグの耐熱性 を高める作用を有する。 また、 C r は Feよ り酸化 しやす



い元素であ り、選択酸化 （se lect i v e ox i da i zat i on) を助長する。 このような

効果 を得 るためには、 0 . 1% 以上の含有 を必要 とする。一方、 1. 5% を超 える

含有 は、緻密なCr酸化物 を形成 し、 ネ ッ ト状 スケール層の成長 を阻害すると

ともに、基材の炭素活量 （carbon act i v i ty) を低下させて、脱炭層 （decarbur i

zed Layer) の成長 を阻害 し、 フェライ 卜相が析 出 した基地組織の形成 を抑制

する。 このため、 Cr は0 . 1~ 1. 5% の範囲に限定 した。なお、好 ま しくは0 . 2 ~

1. 0% である。

[001 7 ] Mo ：0. 6-3. 5%

Moは、 フェライ 卜相 中にミクロ偏析 し、選択酸化 を誘起 しネ ッ ト状 スケール

層の形成 を促進 させる重要な元素である。 また、 Mo系酸化物 は、 650 °C 以上の

温度で昇華 を開始 し、酸化反応 に係 るH2、 H2 0、 C0、 C0 2 の経路 を形成 し、選

択酸化および脱炭層の形成 を促進する。 このような効果は、 0 . 6% 以上の含有

で認め られる。一方、 3 . 5% を超 える含有 は、 ミクロ偏析が粗 くな り、 ネ ッ ト

状 スケール層の成長が抑制 され、 スケール層の密着性が低下するとともに、

融点が低下 しプラグの溶損 を助長 し、耐熱性が低下する。 このため、 Moは0 . 6

~3. 5% の範囲に限定 した。なお、好 ま しくは0 . 8~2. 0% である。

[001 8 ] W ：0. 5-3. 5%

W は、 Mo と同様 に、 フェライ 卜相 中にミクロ偏析 し、選択酸化 を助長すると

ともに、 Ni 、 Coの負偏析部 を形成 しやす くして、 ネ ッ ト状 スケール層の成長

を助長する。 また、W は固溶強化 によ り、基材の強度 を増加 し、炭化物 を形

成 しプラグの高温強度 を増加する。 このような効果は、 0 . 5% 以上の含有で認

め られる。 しか し、 3 . 5% を超 える含有 は、 ミクロ偏析が粗 くな り、 ネ ッ ト状

スケール層の成長 を阻害するとともに、 スケール融点が低下 しブラグの溶損

を助長する。 このため、W は0 . 5~3. 5% の範囲に限定 した。なお、好 ま しく

は 1. 0~3. 0% である。

[001 9 ] Nb ：0. 1 1. 0%

Nbは、炭化物形成元素であ り、 C と結合 して炭化物 を形成 し、基材中の遊離

C を減少 して、 フェライ 卜相の生成 を助長 し、 フェライ 卜相 を主体 とする基



地組織の形成に寄与する。また、Nb炭化物は結晶粒界に生成しやすく、また

同時に非常に酸化しやすいため、酸素の侵入経路となって、スケール層の成

長を助長する作用を有する。また、NbはMoとの親和力が大きいため、Moのミ

クロ偏析を促進するという効果もある。このような効果を得るためには、Nb

は0. 1%以上含有する必要がある。一方、1. 0%を超える含有は、炭化物が粗

大化し、プラグを割損させやすくする。このため、Nbは0. 1~ 1. 0%の範囲に

限定した。なお、好ましくは0. 1~ 0. 8%である。

[0020] Co ：0. 5-3. 5%

Coは、固溶して基材の高温強度を高めるとともに、FeやMoより酸化し難いた

め、Fe、Moの選択酸化を促進しネット状スケールの形成を助長する。そして

、Coは、ネット状スケールの成長過程で選択酸化部近傍の地鉄中に濃縮され

る。Coが濃縮された地鉄領域は酸化が抑制されるため、地鉄とスケールが複

雑に絡み合った形態を形成しやすくする。また、Coが濃縮された地鉄領域は

展延性に富むため、地鉄とネット状スケールとのなじみが向上し、スケール

の剥離を防止できる。このような効果を得るためには、Coを0. 5%以上含有す

る必要がある。一方、3. 5%を超えて含有すると、Coが基材とスケール層との

界面に線状に濃縮するため、Mo、Feの選択酸化を抑制し、ネット状スケール

層の成長が困難となる。このため、Coは0. 5~3. 5%の範囲に限定した。なお

、好ましくは0. 5~3. 0%である。

[002 1] Ni ：0. 5-4. 0%

Niは、固溶して基材の強度、靭性を向上させるとともに、FeやMoより酸化し

難いため、Fe、Moの選択酸化を促進しネット状スケールの形成を助長する。

そして、Niは、ネット状スケールの成長過程で選択酸化部近傍の地鉄中に濃

縮される。Niが濃縮された地鉄領域は酸化が抑制されるため、地鉄とスケ一

ルが複雑に絡み合った形態を形成しやすくする。また、Niが濃縮された地鉄

領域は展延性に富むため、地鉄とネット状スケールとのなじみが向上し、ス

ケ一ルの剥離を防止できる。このような効果を得るためには、0. 5%以上の含

有を必要とする。一方、4. 0%を超えて含有すると、Niが基材とスケール層と



の界面 に線状 に濃縮するため、 Mo、 Feの選択酸化 を抑制 し、 ネ ッ ト状 スケ一

ル層の成長が困難 となる。 このため、 N i は 0 . 5~4. 0 % の範囲に限定 した。な

お、好 ま しくは 1 . 0 ~3. 0 % である。

[0022] なお、 N i、 Coは、上記 した含有範囲内で、かつ次 （1 ) 式

1 . 0<N i + Co<4. 0 ( )

( ここで、 N i、 Co : 各元素の含有量 （質量 0/ 0 ) )

を満足するように調整する。 N i とCoの含有量の合計である （N i + Co) が 1 . 0以

下では、 ネ ッ ト状 スケール層の形成が不十分である。一方、 4 . 0以上では、 N i

、 Coが基材 とスケール層の界面 に過剰 に濃縮 し、 Fe、 Moの選択酸化 を抑制 し

、 ネ ッ ト状 スケール層の生成 を困難 とする。 このような ことか ら、 （N i + Co

) を 1 . 0超 え4 . 0未満 に限定 した。

[0023] 上記 した成分が基本の成分であるが、基本の組成 に加えてさ らに、選択元

素 と してA L ：0 . 05% 以下を必要 に応 じて含有で きる。

A L ：0 . 05% 以下

A Lは、脱酸剤であ り、必要 に応 じて含有で きる。 このような効果は 0 . 005% 以

上の含有で顕著 となる。一方、 0 . 05% を超 える含有 は、錶造性が低下 し、 ピ

ンホール、引け巣等の欠陥が発生 しやす くなる。一方、 0 . 05% を超 えて過剰

に含有すると、熱処理時に表面 に緻密なA L2 0 3 膜が形成 され、 ネ ッ ト状 スケ一

ル層の形成 を阻害する。 このため、 A Lは、含有する場合 には、 0 . 05% 以下に

限定することが好 ま しい。

[0024] なお、脱酸剤 と して、 A Lに代 えて、 REM ：0 . 05% 以下、 Ca ：0 . 0 1% 以下を含

有 してもよい。

上記 した成分以外の残部 は、 Feおよび不可避的不純物か らなる。不可避的不

純物 と しては、 P ：0 . 05% 以下、 S ：0 . 03% 以下、以外 に N ：0 . 06% 以下、 T

i ：0 . 0 15 % 以下、 x ：0 . 03% 以下、 V ：0 . 6 % 以下、 Pb ：0 . 05% 以下、 Sn ：0 .

05% 以下、 Zn : 0 . 05% 以下、 Cu ：0 . 2 % 以下が許容で きる。

[0025] つ ぎに、本発明になる穿孔圧延用工具の組織 について説明する。

本発明になる穿孔圧延用工具 は、図 1 に示すように、上記 した組成の基材の



表面層にスケール層を有する。そして、スケール層のうち基材側に形成され

るスケール層は、地鉄と複雑に絡み合ったネッ卜状スケール層である。

ネッ卜状スケール層は、基材の地鉄と複雑に絡み合ったスケール層である。

地鉄とスケール層とが複雑に混ざり合った状態となっているため、スケール

層の摩滅は、スケール層単体より著 しく抑制される。また、このようなネッ

卜状スケール層が存在すると、スケール層の潤滑作用（Lubr i cat i on ab i Li ty)

により被圧延材のブラグへの焼付きを防止できる。

[0026] 本発明穿孔圧延用工具では、このようなネット状スケール層は、深さ方向

に10~200 mの厚さを有する。ネッ卜状スケール層の厚さが10 m未満では、

被圧延材との摩擦で早期に摩耗 し、ネット状スケール層が消滅する。このた

め、プラグが損傷 し、プラグ寿命が低下する。一方、200 mを超えて厚くな

ると、密着性が低下し剥離が促進されるため、プラグが損傷 し、プラグ寿命

が低下する。 しかも、過剰に厚いスケール層を形成すると、肌荒れ、スケ一

ル才フによるブラグ径の顕著な減少を誘発 し、鋼管内面の欠陥発生につなが

り、鋼管寸法精度の劣化を生じる。このようなことから、ネット状スケール

層の厚さは深さ方向に10~200 mの範囲に限定した。

[0027] そして、本発明穿孔圧延用工具では、図 1 に示すように、このネット状ス

ケ一ル層と基材との界面から深さ方向で少なくとも300 mの範囲の基材側組

織を、面積率で50% 以上のフェライ 卜相を含み、かつ該フェライ 卜相が最大

長さ ：1 ~60 mのフェライ 卜粒を400個/ mm 2以上含む相である組織とする。

ネッ卜状スケール層と基材との界面から深さ方向で少なくとも300 mの範囲

の基材側組織を、面積率で50% 以上のフヱライ ト相とすることにより、Moの

ミクロ偏析が生じやすくなり、その領域が選択酸化され、ネット状スケール

層の形成が容易となる。フェライ 卜相が面積率で50% 未満では、ネット状ス

ケ一ル層の形成が困難となる。

[0028] また、界面から深さ方向で少なくとも300 mの範囲の基材側組織を、フエ

ライ 卜相を主体とする組織とすることにより、その後の酸化熱処理により、

選択酸化された領域近傍の地鉄にNi、Co等がさらに濃縮され、ネット状スケ



—ル層の密着性がさらに向上する。また、ネット状スケール層との界面から

深さ方向に少なくとも300 mの基材側の範囲を、面積率で50%以上のフェラ

イト相を含む、フェライ卜相を主体とする組織にすることにより、スケール

の耐剥離性、耐摩滅性が向上する。フェライ卜相を主体とする組織が、ネッ

卜状スケール層との界面から深さ方向に300 m未満では、所望のスケールの

耐剥離性、耐摩滅性を確保できない。

[0029] さらに、本発明では、ネット状スケール層との界面から深さ方向に少なく

とも300 mの範囲の基材側の地鉄を、上記したようにフェライ卜相を主体と

する組織とする。さらにそのフェライ卜相を、最大長さ：1 ~ 60 mの微細フ

エライト粒を400個/ mm 2以上含む相とする。これにより、ネット状スケール

層が微細化し、プラグ寿命が顕著に向上する。フェライ卜粒の最大長さが60

m超の粗大なフェライ卜粒では、ネッ卜状スケール層の微細化の程度が少な

く、プラグ寿命の顕著な向上が認められない。一方、 1 m未満では、フエ

ライ卜粒が増加してもプラグ寿命の向上効果は小さい。

[0030] また、微細フェライ卜粒の数が、400個/ mm 2未満では、ネット状スケール

層の微細化が不十分で、プラグ寿命の顕著な向上が得られない。このような

ことから、ネッ卜状スケール層と地鉄との界面から深さ方向に少なくとも300

mの基材側組織を、フェライ卜相を主体とする組織とした。さらにそのフエ

ライ卜相を、最大長さ：1 ~ 60 m未満の微細フェライ卜粒を400個/ mm 2以上

含む相である組織に限定した。

ここで、フェライ卜粒の 「最大長さ」とは、ネット状スケール層の平均界面

と垂直な断面で観察し、各フェライ卜粒の長さを測定し、そのうちの最大値

をその粒の最大長さとした。

[003 1] つぎに、本発明穿孔圧延用工具の好ましい製造方法について説明する。

上記した組成の溶鋼を、電気炉、高周波炉等の通常の方法で溶製し、減圧錶

造法、生型錶造法、シエルモ一ルド法など、通常、公知の方法で錶造し錶片

としたのち、切削加工等で所定形状の基材 （工具）とすることが好ましい。

なお、鋼片から切削加工等で所定形状の基材 （工具）としてもよい。



[0032] 得られた基材 （工具）は、ついで熱処理 （スケール付け熱処理）を施され

て、基材表面層にスケール層を形成される。熱処理は、通常の、ガス燃焼炉

、電気炉等を用いて行えばよく、また熱処理の雰囲気は大気雰囲気でよく、

とくに雰囲気調整を行う必要はない。

熱処理としては、第一段と第二段の 2 段階の熱処理を適用する。

第一段の熱処理は、900~1 000 °Cの範囲の温度に加熱 保持したのち、少なく

とも850~650 °Cの温度領域を平均で40°C/h 以下で冷却 （徐冷）する処理とす

ることが好ましい。第一段の熱サイクルパターンを模式的に図 2 ( a ) に示

す。

[0033] これにより、表層にスケール層が形成され、基材組織にフェライ卜が析出

した組織が形成される。さらに基地中に固溶されたMo、W等の合金元素が温

度と冷却速度に応じて拡散し、炭化物として析出したり、結晶粒界近傍に濃

縮したりして、基地中に合金元素のミクロ偏析が発生する。このミクロ偏析

の存在により、その後の熱処理で、Fe、Mo等の不均一酸化 （選択酸化）が生

じ、地鉄と複雑に絡み合った界面を有するネッ卜状スケール層が発達する。

[0034] 加熱温度が、900 °C未満では、合金元素の固溶が促進されず、所望の合金元

素のミクロ偏析分布を達成できない。一方、1000 °Cを超える加熱では、外層

のスケール層の形成が顕著となり、密着性に優れたスケール層の形成が阻害

される。なお、加熱温度での保持は、 2 ~ 8 h とすることが好ましい。保持

時間が 2 h未満では、合金元素の固溶が不十分となる。一方、 8 h を超える

と、保持時間が長くなりすぎ、生産性が低下するとともに、形成されるスケ

—ル量が厚くなり、プラグ寸法精度が低下する。また、少なくとも850~650

°Cの温度領域の平均冷却速度が40°C/h を超えると、冷却が速くなりすぎて、

ネット状スケール層の成長に必須の合金偏析が抑制される。

[0035] 第二段の熱処理は、900~1 000 °Cの範囲の加熱温度に加熱 保持したのち、

—旦、600~700 °Cの範囲の温度まで30°C/h 以上の平均冷却速度で冷却し、し

かる後に750°C以上800°C以下の温度まで復熱させ、さらに3 ~20 °C/h の範囲

の冷却速度で700°C以下の温度まで冷却 （徐冷）し、その後放冷する熱処理と



することが好ましい。第二段の熱サイクルパターンを模式的に図2 ( b ) に

示す。

[0036] 第二段の熱処理における加熱温度が、900 °C未満では、合金元素の拡散と凝

集が促進されず、所望のネット状スケール層の形成、所望の地鉄組織 （微細

フェライ卜相）の形成を達成できない。一方、1000 °Cを超える加熱では、外

層のスケール層の形成が顕著となり、密着性に優れたスケール層の形成が阻

害される。なお、加熱温度での保持は、 1 ~ 8 h とすることが好ましい。保

持時間が 1 h未満では、スケールの成長が抑制されるとともに、合金元素の

固溶が不十分となる。一方、 8 h を超えると、保持時間が長くなりすぎ、生

産性が低下するとともに、形成されるスケール量が多くなりすぎ、プラグ寸

法精度が低下する。

[0037] 加熱保持後、600~700 °Cの範囲の温度までの冷却速度が、30°C/h 未満では

、フェライ卜の生成 成長が促進され、ネット状スケール層直下の基材側組

織をフェライ 卜相を主体とする組織で、しかも微細なフェライ 卜相を析出し

た組織とすることができなくなる。

上記した冷却を600~700 °Cの範囲の温度で停止して、750°C以上800°C以下の

温度まで復熱させる。復熱後、 3 ~20 °C/h の範囲の平均冷却速度で700°C以下

の温度まで徐冷する。これにより、ネット状スケール層直下の基材側組織を

フェライ 卜相を主体とする組織で、しかも微細なフェライ 卜相が析出した組

織とすることができる。第二段の熱処理を、上記したように、一旦所定の温

度範囲にまで急冷した後、復熱させその後徐冷するサイクルの熱処理とする

ことにより、ネッ卜状スケール層と基材側の界面より下の地鉄組織を、微細

なフェライ卜粒が多数析出した組織とすることができる。

[0038] なお、上記した第二段の熱処理に代えて、第二段の熱処理を、900~1 000 °C

の範囲の温度に加熱 保持したのち、20~200 °C/h の冷却速度で850~800 °Cの

温度域まで冷却する前段冷却と、該前段冷却後、前段冷却の冷却速度との差

が10°C / h以上となるように3 ~20 °C/h の範囲の冷却速度で700°Cまで冷却す

る後段冷却とからなる一次冷却を施し、ついで100°C/h 以上の冷却速度で400



°C以下まで冷却する二次冷却からなる熱処理としてもよい。この第二段の熱

サイクルパターンを模式的に図 2 ( c ) に示す。

[0039] この第二段の熱処理は、一次冷却を、急冷の前段冷却と、徐冷の後段冷却

とを組み合わせた熱処理とすることに特徴がある。高温領域での冷却 （前段

冷却）を20°C/h 未満の徐冷とすると、基材側ではフェライ 卜の析出が顕著と

なり、冷却中に成長 して粗大粒となるため、所望の基材側組織を確保できな

くなる。高温領域での冷却 （前段冷却）を急冷とし、さらに低温領域の冷却

(後段冷却）を20°C/h 以下の徐冷とすることによってはじめて、フェライ 卜

粒が微細に析出し、所望の基材側組織を確保できるようになる。

[0040] このような熱処理を施すことにより、基材との境界に形成されるスケール

層が深さ方向の厚さ ：10~200 mのネッ卜状スケール層となるとともに、さ

らにネッ卜状スケール層と基材との界面から深さ方向に少なくとも300 mま

での基材側組織がフェライ 卜相を主体とする組織で、 しかもフェライ 卜相を

、最大粒長さ ：1 ~60 mの微細なフェライ 卜粒が400個/ mm 2以上存在する相

とすることができる。なお、前段冷却と、後段冷却とは、 10°C/h 以上の冷却

速度差を持たせた冷却とすることが、微細なフェライ 卜粒を多数析出される

ために、有利となる。

[0041 ] このような熱処理を施された穿孔圧延用工具は、複数回の穿孔圧延に供さ

れ、継目無鋼管の製造に寄与する。穿孔圧延用工具を穿孔圧延に供すると、

表面に形成されたスケール層が摩滅 し、溶損や焼付き、えぐれが発生する前

に、再スケール付けを実施することにより、再使用することができる。なお

、再スケール付け熱処理は、上記 した第 2 段階の熱処理と同じ処理とするこ

とが、穿孔圧延用工具の寿命延長に有利に寄与する。

なお、いずれの熱処理でも500 °C以下の温度はなるべく急冷 したほうがスケ一

ル層のへマタイ 卜化に伴う潤滑作用の劣化を防ぐ観点から好ましく、可能で

あれば炉外空冷あるいは炉外での衝風空冷することが好ましい。

実施例

[0042] 表 1 に示す組成の溶鋼を、大気雰囲気の高周波炉で溶製 し、 V プロセス



法 (vacuum sea led mo l d i ng process) で鏡造 し、最大外径 ：174mm の ピア

サプラグと した。得 られた ピアサプラグを基材 と し、該基材に、図 3 に示す

熱処理 （A ) 、 ( B ) ， ( C ) のいずれかを施 し、表 2 に示す、スケール層

と界面下の基材側組織 を有する穿孔圧延用工具 と し、穿孔圧延に供 した。

[0043] 熱処理 （A ) では、加熱温度 ：920 °C で 4 h 保持 したのち、 40°C/h で700 °C

まで冷却する第一段の熱処理 と、加熱温度 ：920 °C で 4 h 保持 したのち、炉の

蓋 を開けて炉内中心部温度 （雰囲気温度）が680 °C になるまで急冷 （30°C/h)

した。ついで炉の蓋 を閉めて炉内中心部温度 （雰囲気温度）で790 °C まで復熱

させ、ついで平均で 14 °C/h の冷却速度で650 °C になるまで徐冷する第二段の熱

処理 とを施す処理 と した。

[0044] また、熱処理 （B ) は、加熱温度 ：920 °C で 4 h 保持 したのち、 40°C/h で70

0°C まで冷却する第一段の熱処理 と、加熱温度 ：920 °C で 4 h 保持 したのち、

炉内中心部温度 （雰囲気温度）が840 °C になるまで平均で30°C/h の冷却速度で

冷却する前段冷却 と、平均で 10°C/h の冷却速度で650 °C まで冷却する後段冷却

とか らなる一次冷却を施 した。ついで、 100°C/h の平均冷却速度で400 °C 以下

まで冷却する二次冷却を施す第二段の熱処理 とを施す処理 と した。

[0045] また、熱処理 （C ) は、従来の熱処理であ り、加熱温度 ：970 °C で 4 h 保持

したのち、平均で40°C/h の冷却速度で700 °C まで冷却する第一段の熱処理 と、

加熱温度 ：970 °C で 4 h 保持 したのち、 40°C/h の平均冷却速度で500 °C まで冷

却する第二段の熱処理 とを施す処理 と した。

熱処理後 に、 プラグの断面組織 を、ナイタール腐食 して断面組織 を光学顕微

鏡 （倍率 ：200 倍）で観察 し、ネッ ト状スケール層の深さ方向の厚 さを測定 し

た。ネッ 卜状スケール層は、スケール中の地鉄の含有量が面積率で 10~80%

の範囲となるスケール層 と した。

また、ネッ ト状スケール層 と基材 との界面下の基材側組織 を、同様 に観察 し

、 フヱライ ト相の面積率 を測定 し、面積率で50% 以上のフヱライ ト相が存在

するフェライ 卜相 を主体 とする組織の厚 さを測定 した。なお、 フェライ 卜相

を主体 とする組織の厚 さは、 フェライ 卜相界面が凹凸を呈 しているため、max



とmi nを 10点ずつ測定 し、その平均値 を50 m 単位でまとめて表記 した。 また

、 フェライ 卜相 におけるフェライ 卜粒 を観察 し、その最大長さを測定 し、最

大長さが 10 m以上 60 m以下のフェライ 卜粒の粒数 を測定 した。測定範囲は

、界面下300 m角の範囲と した。

[0046] 上記 した熱処理 により、基材表面層に、厚さ ；約700~800 µηιのスケール層

を形成 した。ついで、表面層にスケール層を付与された ピアサプラグは、 ま

ず、 13Cr 鋼 ビレッ ト （外径 207mm X 長さ 1800mm ：ビレッ ト温度 1050~1 150°C )

の穿孔圧延に供 した。 ビレッ ト2 本を圧延するごとに、 プラグ表面を目視観

察 した。計4本圧延 した時点で、 プラグに溶損、焼付 き、え ぐれ等がない場合

に、 プラグをさらに再使用するために、図 3 ( A ) 〜 ( C ) に示す熱処理 を

施 し、繰 り返 し使用 した。 プラグ表面に溶損、焼付 き、え ぐれ等が発生する

までに、圧延 した累積圧延本数をそのプラグの寿命 と した。同 じ条件のブラ

グを各 3 本用意 し、それ らの累積圧延本数の平均値 を、そのプラグの寿命 と

した。なお、平均値は、小数点以下を四捨五入 して整数値 と した。

[0047] 得 られた結果を表 2 に示す。

[0048] [ 表 1]

本発明の範囲外を示す。



[0049] [ 表 2]

【表 2 】

本発明の範囲外を示す。 * フェライ ト相が50% 以上を占める領域の厚 さ

* * 最大粒長 さ 1 〜 60 のフユライ ト粒の個数

[0050] 本発明例はいずれも、表面 に形成 されたスケール層の基材側 に、所望厚 さ

のネ ッ ト状スケール層が形成 され、 しかも、 ネ ッ ト状 スケール層 との界面直

下の基材側 に、微細なフェライ 卜粒 を多数含むフェライ 卜層が形成 され、従

来例 に比較 して、 プラグ寿命が格段 に長寿命化 している。 これに対 し、本発

明の組成範囲を外れる比較例では、 スケ一ル付 け処理が本発明範囲であ つて

も、 ネ ッ ト状スケール層の厚 さが少ないか、微細なフェライ ト粒が少ないか

、 してプラグ寿命の長寿命化 を達成で きていない。



請求の範囲

[ 請求項 1] 基材の表面層 にスケール層 を有する穿孔圧延用工具であ って、前記基

材が、質量％で、

C ：0. 05-0. 5% Si ：0. 1 1. 5%

Mn ：0. 1~ 1. 5 Cr ：0. 1 1. 5%

Mo ：0. 6~3. 5% 、 W ：0. 5~3. 5% 、

Nb ：0. 1 1. 0%

を含み、 さ らにCo ：0. 5~3. 5% 、 Νι· ：0. 5~4. 0% を下記 （1 ) 式 を満

足するように含み、残部 Feおよび不可避的不純物か らなる組成 を有 し

前記スケール層の うち基材側 に形成 されるスケール層 を、深 さ方向に

10~200 mの厚 さを有する地鉄 と複雑 に絡み合 ったネ ッ 卜状 スケール

層 と し、該ネ ッ 卜状 スケール層 と基材 との界面か ら深 さ方向で少な く

とも300 mの範囲の基材側組織 を、面積率で50% 以上のフヱライ 卜相

を含み、かつ該 フェライ 卜相が最大長 さ ：1 ~ 6 0 mのフェライ 卜粒

を400個 / mm 以上含む相である組織 とすることを特徴 とする耐久性 に

優れた穿孔圧延用工具。

記

1. 0<N i +Co<4. 0 ( )

ここで、Ni、 Co : 各元素の含有量 （質量％ )

[ 請求項2] 前記組成 に加えてさ らに、 A L ：0. 05% 以下含有することを特徴 とす

る請求項 1 に記載の穿孔圧延用工具。
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